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福島原発事故直後の日本地球化学会の対応

2011.3.12 東日本大震災発生

2011.3.31 文科省へ災害特別科学研究費申請（地球化学，放
射化学，大気化学）

2011.4 文科省に事情説明（陳情）

2011.4~5 地球科学研究者Gと核物理Gの連携協議

2011.5.19 内閣府、総合科学技術会議が「科学技術戦略推進

費」利用によるプロジェクト実施決定

2011.6.5 福島県土壌調査開始（大学連合）

2011.8 Goldschmidt国際会議（@プラハ）で福島Plenaryセッ

ション開催（日本地球化学会，米国地球化学会，欧
州地球化学連合の会長名で声明発表）

2011.8 福島の土壌中の放射性核種の濃度マップが文科省
から公表



日本における原子力関連事故

1. 広島への原子爆弾投下（1945）

2. 長崎への原子爆弾投下（1945）

3. 第五福竜丸事故（水素爆弾実験による放射線被曝）

（1954）*

4.  JCOにおける臨界事故（1999）

5. 巨大地震と津波による原子力発電所事故（2011）

* 日本の地球化学者、分析化学者、放射化学者が協力し，放
射性物質による被爆の実態、および環境への放射性核種の分
布に関して科学的なサーベイを行った。
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(Abstract)





３月１１日: 地震(M9.0) 及び大津波発生

３月１９日: 日本地球化学会会員に対して、電子メールネットワーク
及び学会ホームページを通じて環境試料中の放射能強度を
モニターするためのボランティア活動を呼びかけた。

３月２０−３０日：次の学会、学会連合が連携を模索し、共同プロジェ
クト立ち上げた；

(i) 日本地球化学会

(ii) 日本放射化学会

(iii) 日本地球惑星科学連合の大気海洋部門

３月３１日：上記連携組織が文科省に科学研究費（災害特別）（課題
名：放射性物質の環境中への飛散過程解明に向けた分野横
断的研究；代表者：海老原充）を申請した。

連携への道（１）



日本地球惑星科学連合大気海洋・環境セクション 中島映至(東大)

日本地球化学会 海老原 充 （首都大東京）
日本放射化学会 永目諭一郎 (原子力機構)

研究者への呼びかけ

総括班 代表：海老原 充（首都大）

各班の活動の調整・データアーカイブ
など

大気班
班長：北 和之（茨城大）

大気エアロゾル・ヨウ素
のサンプリング

土壌・地下水班
班長：齋藤雅典（東北大）
福島県を中心とした

土壌・地下水のサンプリ
ング

分析班
班長：高橋嘉夫（広島大）

各班の取得したサンプル中の放射性物
質濃度の測定

降水班
班長：吉田尚弘（東工大）

降水の採取

＊降水班は大気班と実
質活動はほぼ重なる

＊分析班はその後、阪
大篠原氏が主導する。

研究チームの結成

＊土壌班は、阪大・東
大核物理グル―プの

福島広域土壌採取
の活動と合流した。

(©北和之；茨城大）



４月１３日: 核物理研究者グループと地球科学研究者グループの間で，
福島県詳細土壌試料採取、および放射性核種モニタリングに関す
る共同連携活動実施に向けての初会合

５月中旬頃まで: 以下の主要組織における協力体制確立の話会い

核物理：大阪大学、東京大学
地球科学（化学）：首都大学、筑波大学
核放射化学：大阪大学

５月１９日: 内閣府、総合科学技術会議が「科学技術戦略推進費」を利
用した「重要政策課題への機動的対応の推進及び総合科学技術会
議における政策立案のための調査」によるプロジェクト実施計画とし
て「放射性物質による環境影響の対策基盤の確立」を決定

６月６日：土壌採取開始

連携への道（２）



(From home page of  CSTP)





137Cs



８月１４日: 2011年Goldschmidt Conferenceがプラハで開催
主催： （米国）地球化学会

欧州地球化学連合
日本地球化学会

８月１６日：3学会（連合）共催でFukushima ReviewをPlenary sessionと
して実施。声明を３学会（連合）長の名前で公表

９月初旬：3学会（連合）とGoldschmidt Conferenceのホームページに
声明を公開

連携への道（３）



The Role of  the Geochemical Society of  

Japan for Mitigating the Fukushima 

Accident and its Aftermaths
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(President of  Geochemical Society of  Japan)
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and Engineering, Tokyo Metropolitan University, 

Hachioji, Tokyo 192-0397, Japan.

Presentation in the Fukushima Review session at 

Goldschmidt 2011, Prague (Aug. 16, 2011)







1. Disclosure of monitoring data of radioactive material

2. Continued of monitoring of the spread of radioactive materials

3. International alliance of researchers for global monitoring of 
radioactive materials

4. Future perspective

As developing countries industrialize, there is going to be 
increasing demand for energy. Barring the emergence of an 
unforeseen green energy in the not-too-distant future, economic 
growth is going to come at the cost of ever increasing additions 
of greenhouse gasses to the atmosphere. This is likely to force 
mankind to make hard choices about energy, including retaining 
nuclear energy in the mix of sources. It is our collective 
responsibility as global citizens to try and understand how the 
accidental dispersal of radioactive materials impacts the 
environment before potentially expanding the industry in the 
future.



関連学会との連携

3月下旬より首都大（南大沢）屋上で大気浮遊塵を採取，測定

他機関で採取された環境試料を測定

東京都との連携

３月下旬より順次

(1) 原水(未浄化水) （飲用水に利用するためのもの）

(2) 浄水(飲用水)

(3) 東京湾の水

連携への道（4）

（@首都大理工学研究科)
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東京都の飲用水浄水施設の所在地



東京湾の試料採取位置
(東京港)

試料採取:

月曜から金曜まで毎日(4月14日以降)

表面水500 mL



(ATOMICA:http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php?Title_Key=09-01-01-07)

（参考）
体内の放射性セシウム量（放射能）の経年変化



Special Issue: Fukushima Review





まとめ

1. 東日本大震災によって引き起こされた東京電力福島第一原子力発電所事
故に遭遇し、科学者・研究者は主としてボランティア的活動として、環境中
に放出された放射性核種を組織的、系統的に調査するために迅速な行動
を起こした。その結果多くのデータが得られ、ホームページ等を通じて公開
された。

2. 環境中における放射性物質の分布を系統的に調査するため、いくつかの
科学者集団（学会等）が連携を模索した。効率的に連携を推進するために
文科省に科学研究費（緊急災害特別研究）を申請した。

3. 研究者集団（学会、大学等）と国（文科省、農水省）、地方自治体との連携
が成り立ち、（遅ればせながら）福島県において組織的な土壌試料採取が
実施された。採取された試料中の放射性核種の濃度分布図（濃度マップ）
が2011年8月に文科省から公表された。

4. 原子力施設事故に対して，その影響を正しく評価するために、できるだけ
迅速に測定データを取得し、速やかに公表することが重要である。今回の
福島第一原子力発電所事故後の研究者集団、国、自治体の対応を参考
に、将来起こりうる非常時に備えて、研究者集団、および産学官のより良
い連携を構築すべきである。


